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国家公務員の挑戦を支える人材マネジメントの実現に向けて

◆本府省幹部職員等を対象とした人事制度
の骨格 〔令和9年夏に具体的な内容を報告〕

✓職務・職責をより重視した給与体系、
民間企業との人材獲得競争で見劣りしない
給与水準に

✓能カ・実績に応じた人事運用を更に徹底する
ため、昇任時の見極めスキームを見直し

✓民間企業の管理監督者と同様に、勤務時間に
とらわれない勤務を可能とする制度の導入

※その他の職員についても、年齢にかかわらず、
役割・貢献に応じた処遇となるよう、今後も
制度の見直し

◆転勤の経済的負担の軽減
✓単身赴任者か否かにかかわらず、

転居を伴う転勤を行う職員への手当の新設

◆働きやすい環境の整備
✓月100時間等の上限を超える超過勤務の

最小化に向け、伴走支援の対象府省を拡大

◆柔軟な働き方の推進
✓事由を問わない年7日の無給休暇の新設
✓フレックスタイム制のコアタイムの柔軟化

◆「成長できる職場」の整備
✓「スキル一覧」を活用した人材育成

◆採用試験等の見直し
✓基礎能力試験へのCBT方式（オンライン試験）

の導入
〔対象〕
・令和9年度経験者採用試験
・令和10年秋の総合職教養区分【予定】
・令和11年春の総合職全区分【予定】

✓技術系人材の確保に向けて、特定の資格を
有する者を、試験によらず採用できる範囲
を拡大

◆アルムナイ人材を含む専門人材等の採用
の推進

✓専門人材等の情報を集約した人材プールの
整備・活用

◆「選ばれる」公務職場の実現に向けた公務のブランディング推進
～ ブランドメッセージ「国のミライをつくる、唯一無二の挑戦がある」 ～

◆国家公務員行動規範の更なる浸透
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国家公務員行動規範
l ►「国民を第一」に考えた行動
i ►「中立·公正」な立場での職務遂行
l ►「専門性と根拠」に基づいた客観的判断
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一 【令和8年4月実施】

， の ： を ＾ 7 並 の巧 5 :15 056 3.51% 
※令和8年4月分の民間給与を調査して比較

〇業務遂行において重要な役割を担っている中堅層以上の職員について令和7年を上回る改定
※行政職俸給表（一）の平均改定率は、3.3%（モデル試算した定期昇給分を加えると月収で約4.9％の給与改善）

民間の動向や人材確保の重要性を踏まえ、初任給を引上げ（総合職• 一般職ともに9,500円の引上げ）

〇民間の再雇用者の状況を踏まえ、再任用職員の月例給を改善（行政職俸給表（一）の平均改定率8.5%)

［転勤に伴う経済的な負担の軽減等に関する手当］

〇転居に関する手当の新設 【令和9年4月実施】
転居を伴う転勤を行った職員を広く対象とする手当を新設（距離区分に応じて手当額を設定）

例東京から大阪に異動する場合の手当額（年額） 約22万円［単身赴任者は約49万円］
※単身赴任者には別途、二重生活の生計費を補助する基礎額（年間36万円）を支給

〇広域異動手当の支給割合の引上げ 【令和8年4月実施】
広域的な異動に対する給与上のインセンティブ向上のため支給割合を引上げ（距離区分に応じ、5%·10％→8%·16%)

一
年間4.65月 →4.70月（期末手当及び勤勉手当に均等に配分）【令和8年4月実施】※直近1年間の民間の支給状況を調査して比較

〇特定任期付職員の勤勉手当の見直し 【令和9年4月実施】
高い成績率を適用可能とすることで高度の専門性を有する人材の給与水準を確保（最高で年間約3,380万円）
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